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　大会の運営に要する経費は組織委員会が集めた収入で
まかなうものとしており、その予算規模はおよそ2,000～
2,200億円と試算しています。
　収入はIOCの負担金やスポンサー収入、チケット売上収
入等で構成され、原則、税金は投入されず、民間資金によ
る収入でまかなう計画とします。
　支出はセキュリティや輸送、宿泊に要する費用や観客席
の一時的な増設といった仮設費用等を見込んでいます。さ
らに、東京2020大会における新型コロナウイルスへの対

応等、不測の事態への予備費として、予算全体の10％程
度を見込んでいます。
　札幌市はこれまで、３度の冬季アジア競技大会をはじめ
とする冬季競技の国際競技大会の開催に携わり、大規模
スポーツイベントの運営ノウハウを蓄積してきました。その
経験を存分に活用し、収入に見合った大会運営を行って
いくことを基本として、今後も費用の削減に向けた検討を
進めていきます。
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●原則、税金は投入しない計画とします
●不測の事態への対応のため、予算の10％程度の予備費を確保します
●収入に見合った効率的な大会運営に努めます

〈 大会運営費（組織委員会予算）で考慮するポイント〉

●すでに使われている施設を今後も使っていくための更新・改修のみを
実施し、大会のためだけの新しい施設は設けない計画とします

〈 施設整備費（本設費用）で考慮するポイント〉

800億円

800～1,000億円

400億円

2,000～2,200億円

IOC負担金、
TOPスポンサー収入

国内スポンサー収入

その他（チケット、ライセン
シング収入など）

収入合計

収入項目 金  額

600億円

1,200～1,400億円

200億円

2,000～2,200億円

仮設費用（観客席の
一時的な増設など）

その他運営費

予備費

支出合計

支出項目 金  額

大会の運営に要する経費

　オリンピック・パラリンピックの夏季大会と冬季大会で
は、競技数や使用する会場数、参加選手数といった大会
の規模が大きく異なります。さらに現在の計画では、都心
の近くでウインタースポーツを楽しめるという札幌の特
徴を活かし、できる限り今ある施設を使用し、大会を実施
することとしています。
　現在、大会で使用を想定している施設は通常市民が活
用していますが、老朽化が進んでいるものもあることか
ら、今後も利用していくためには延命化や更新を行って
いく必要があります。
　そのため、今回の施設整備については、大会の開催有
無に関わらず、すでに使われている施設を今後も継続し

て利用していくことを前提に、大会を契機により長く活用
することを踏まえた改修（バリアフリー改修等）を想定し
ています。
　大会後も施設所有者の財産として、多くの人々が利用
するために必要な更新・改修のみを行うこととしており、
その費用として、約800億円と試算しています。
　なお、すでに市民が利用している体育館等、札幌市が
所有する施設の更新・改修については札幌市が実施し、
現行制度に基づいて、国の交付金等を活用していくこと
も想定しており、その場合の実質負担額は約450億円と
試算しています。

800億円

450億円

施設整備費  総額

うち、札幌市実質負担額
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0606 施設整備費
（本設費用）の試算

※総額と札幌市実質負担額の差は国からの交付金等を想定


